
○大和市介護予防・日常生活支援総合事業の指定事業者の人員、設備、運営等に関する基準を定

める要綱 

平成29年３月30日告示第73号 

改正 

平成29年９月13日告示第173号 

令和７年３月28日告示第82号 

大和市介護予防・日常生活支援総合事業の指定事業者の人員、設備、運営等に関する基準を定

める要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、大和市介護予防・日常生活支援総合事業実施規則（平成29年大和市規則第４号。

以下「実施規則」という。）に規定する訪問型従前相当サービス、訪問型サービス・活動Ａ及び通

所型従前相当サービスの事業の人員、設備及び運営の基準を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において使用する用語は、実施規則において使用する用語の例による。 

（訪問型従前相当サービス及び訪問型サービス・活動Ａの基準） 

第３条 訪問型従前相当サービス及び訪問型サービス・活動Ａの人員、設備、運営等の基準について

は、介護保険法施行規則等の一部を改正する省令（平成27年厚生労働省令第４号）附則第２条第３

号及び第４条第３号の規定によりなおその効力を有するものとされた同令第５条の規定による改正

前の指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介

護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成18年厚生労働省令第35号。以下「国基準」

という。）第２章第１節から第５節までの規定を準用する。この場合において、国基準第５条第１

項中「指定介護予防訪問介護の提供に当たる介護福祉士又は法第８条の２第２項に規定する政令で

定める者」とあるのは「訪問型従前相当サービスの提供に当たる介護福祉士若しくは法第８条の２

第２項に規定する政令で定める者（以下この項において「介護福祉士等」という。）又は訪問型サ

ービス・活動Ａの提供に当たる介護福祉士等若しくは市長が認める研修を修了した者」と、「常勤

換算方法で、2.5以上」とあるのは「訪問型従前相当サービスにあっては常勤換算方法で2.5以上、

訪問型サービス・活動Ａにあっては事業を適切に行うために必要と認められる数」と、国基準第37

条第２項中「２年間」とあるのは「５年間」と読み替えるものとする。 

（通所型従前相当サービスの基準） 

第４条 通所型従前相当サービスの人員、設備、運営等の基準については、国基準第７章第１節から

第５節までの規定を準用する。この場合において、国基準第99条第４項中「都道府県知事（指定都

市及び中核市にあっては、指定都市又は中核市の市長）」とあるのは「市長」と、国基準第106条第

２項中「２年間」とあるのは「５年間」と読み替えるものとする。 

（委任） 

第５条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成29年４月１日から施行する。 

附 則（平成29年９月13日告示第173号） 

この要綱は、公表の日から施行し、改正後の第２条後段の規定（国基準第５条第１項に係る部分に

限る。）は、平成29年４月１日から適用する。 



附 則（令和７年３月28日告示第82号） 

（施行期日） 

１ この要綱は、公表の日（以下「施行日」という。）から施行する。 

（経過措置） 

２ 施行日前に行ったサービスに要する費用の額の算定については、なお従前の例による。 

３ この要綱の施行の際、現に第１条から第６条までの規定による改正前のそれぞれの要綱の規定に

よりなされている申請、指定その他の行為は、第１条から第６条までの規定による改正後のそれぞ

れの要綱の相当規定によりなされたものとみなす。 


